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平成30年度税制改正 (中小企業・小規模事業者向け)

　平成29年12月22日、平成30年度税制改正大綱が閣議決定されました。
　中小企業関係の改正では、「事業承継税制」の大幅な拡充をはじめ、賃上げや設備投資に積極的な企業に対
する減税措置などが盛り込まれています。
　本稿ではその一部を紹介します。このほか、経済産業省関連の平成30年度税制改正の詳細につきましては、
下記の経済産業省ホームページをご覧ください。
　http://www.meti.go.jp/main/zeisei/zeisei_fy2018/zeisei_k/index.html

①中小企業の事業承継税制の抜本的な拡充

Ⅰ.対象株式数上限等の撤廃【拡充】

Ⅲ.対象者の拡充【拡充】

Ⅳ.経営環境変化に応じた減免【新設】

Ⅴ.相続時精算課税制度の適用範囲の拡大【拡充】

Ⅱ.雇用要件の実質的撤廃【拡充】

実際の猶予割合は約53%にとどまる
(対象株式数上限2/3×相続税の猶予割合
80%)

５年間の雇用平均が８割未達の場合、猶
予された税額を利子付で全額納付

１人の先代経営者から１人の後継者に贈
与・相続される場合のみ対象

事業承継時の株価をもとに贈与税額・相
続税額を算定し、猶予取消しとなった場
合には、その税額を納税

60歳以上の父母または祖父母から、20
歳以上の子または孫への贈与が相続時精
算課税制度の対象

現行 改正

改正

改正

改正

改正

現行

現行

現行

現行

対象株式数上限を撤廃し、相続税の猶予割合を
100%に
⇒事業承継時の税負担が０に

親族外を含む複数の株主から、代表者である後継
者(最大３人)への承継も対象に

５年間の雇用平均が８割未達でも猶予継続
(但し、５年平均８割を満たせなかった場合には理由

報告が必要。また、経営悪化が原因である場合等には、

認定支援機関による指導助言が必要)

経営環境の変化を示す一定の要件を満たす場合、
事業承継時の算定価額と差額が生じていれば、売
却・廃業時の株価をもとに納税額を再計算し、減
免可能とすることで将来不安を軽減

現行制度に加え、事業承継税制の適用を受ける場合
には、60歳以上の贈与者から、20歳以上の後継者
への贈与を制度の対象とする
(贈与者の子や孫でない場合も適用可能)
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②中小企業・小規模事業者のＭ＆Ａに係る税負担を軽減する措置の創設【新設】

③所得拡大促進税制の拡充【拡充・延長】
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④償却資産に係る固定資産税の減免措置の創設【新設】
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⑤中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例【延長】

⑥中小法人の交際費課税の特例【延長】


